
平 成 ２ ０ 年 ７ 月 ２ ２ 日

国 土 交 通 省 総 合 政 策 局

建設市場整備課／建設産業振興室

（ 財 ） 建 設 業 振 興 基 金

建設業の新分野進出・経営革新／建設技能者確保・育成モデル平成２０年度「

構築支援事業」選定結果について

１．公募期間

平成２０年４月２５日（金）～平成２０年６月１３日（金）

２．新分野進出・経営革新モデル

①応募状況

公募期間内に１９５件の応募がありました。なお、地域別・事業テーマ別の応募状況は以下

の通りです。

（１）地域別の応募状況 （２）事業テーマ別の応募状況

ブロック 件 数 事 業 テ ー マ 件 数

北 海 道 １７ 農林水産関連 ２２

東 北 ２４ 新 環境・リサイクル関連 ４５

関 東 ４１ 高齢化社会・福祉関連 ５

北 陸 １２ 分 新商品・工法の開発・販売 ３９

中 部 １２ サービスの開発・提供 ２３

近 畿 ２７ 野 地域活性化関連 ５

中 国 １８ 海外関連 ６

四 国 １６ 川上分野・川下分野 ２３

九 州 ２８ ＩＴの活用 １５

合 計 １９５ 事業の効率化 ６

企業間連携・合併 ６

合 計 １９５

②審査の方法

初期審査（書類審査 、専門家を交えての事前審査の後、専門家等からなる「審査・選定委）

員会」における検討を加え、最終的にモデル事業を決定しました。

なお、審査にあたっては、募集要領記載の「＜審査の観点＞」を踏まえつつ、以下の５点に

ついて、特に留意して実施しています。

・事業の目的に合致し、実効性が高いこと

・独創的、先進的な取組みであること

・地域の経済・社会の活性化に資すること

・企業連携や専門家の活用など、計画を確実に実行できる実施体制が整備されていること

・事業の効果の波及性が期待できること



③選定結果

審査の結果、応募１９５件のうち、９３件をモデル事業として選定しました。

なお、地域別・事業テーマ別の選定状況は以下の通りです。また、選定事業の概要について

は、別紙をご参照ください。

(1)地域別の選定状況 (2)事業テーマ別の選定状況

ブロック 件 数 事 業 テ ー マ 件 数

北 海 道 ８ 農林水産関連 １２

東 北 ９ 新 環境・リサイクル関連 １７

関 東 ２５ 高齢化社会・福祉関連 ３

北 陸 ８ 分 新商品・工法の開発・販売 ２１

中 部 ７ サービスの開発・提供 ８

近 畿 １０ 野 地域活性化関連 ４

中 国 ９ 海外関連 ２

四 国 ６ 川上分野・川下分野 １３

九 州 １１ ＩＴの活用 ７

合 計 ９３ 事業の効率化 ３

企業間連携・合併 ３

合 計 ９３

④本件に関する問い合わせ先

（財）建設業振興基金 構造改善センター

電話：０３－５４７３－４５７２（新分野進出モデル担当：長谷川、由井）

３．建設技能者確保・育成モデル

①応募状況

公募期間内に６件の応募がありました。なお、地域別・技能の分野(職種)別の応募状況は

以下の通りです。

＊技能の分野(職種)別の区分は、審査事務局の判断により分類しています。

(1)地域別の応募状況 (2)技能の分野(職種)別の応募状況

ブロック 件 数 技能の分野(職種) 件 数

北 海 道 ０ 鳶・土工 １

東 北 １ 塗装・左官・内装 １

関 東 ３ 大 工 １

北 陸 １ 板 金 １

中 部 １ 土 木 １

近 畿 ０ 造 園 １

中 国 ０ ６

四 国 ０

九 州 ０

沖 縄 ０

合 計 ６



②審査の方法

（ ）、 、 「 」初期審査 書類審査等 専門家を交えての事前審査の後 専門家等からなる 審査委員会

における検討を加え、最終的にモデル事業を決定しました。

なお、審査にあたっては、募集要項記載の「＜審査の観点＞」を踏まえつつ、以下の９点に

ついて留意して実施しています。

・アイディア・工夫に富むなど新規性があり、建設技能者の確保・育成の取組を促進するモ

デルとなることが期待できること

・建設技能労働者が不足傾向となっている職種や技能の消失危機が高い職種に関する取組で

あって、その解消に資するものであること

・当該事業者にとって、事業効果が高いものであること

・他の事業者への応用性が高く、波及効果が見込める事業であること

・若年者や技能労働者の確保・育成に資する事業であること

・当該モデル事業を行うことにより、建設事業者の確保・育成に関する社会的仕組みの構築

に資する事業であること

・事業者の経営状態が事業の実施に影響を与えるものではなく、専門家を活用するなど計画

を確実に実行できる体制が整備されている事業であること

・実施スケジュールが明示されており、モデル事業終了後も自助努力により継続的に行われ

る見込みがある事業であること

・内容の情報公開・活用等について了解している事業であること

③選定結果

審査の結果、以下の５件をモデル事業として選定しました。

事業者名（幹事企業） 所在地 概 要

１ 財団法人 宮城県 女性技能者（造園）の確保・育成にむけた指導カリキュラム・

みやぎ建設総合センター 実習教材等、女性技能者活用方策の検討

２ 佐栄建設事業協同組合 東京都 総合工事業者と専門工事業者の連携による鳶・土工をモデルと

した技能者の入職促進・育成プログラムの開発

３ 全国塗布式断熱材施工協議会 神奈川県 塗布式断熱材施工技能研修会を活用した施工技能検定合格者認

定制度等の確立に向けた育成モデル事業の構築

４ 新潟県建設生産システム合理 新潟県 熟練技能者の指導を通して技能承継「匠による家造り」事業

化推進協議会

５ 長野県板金工業組合 長野県 現代の名工が伝える銅板葺・茅葺屋根の技術の伝承と映像化

（順不同）

④本件に関する問い合わせ先

（財）建設業振興基金 構造改善センター

電話：０３－５４７３－４５７２（技能者確保・育成モデル担当：南塚、鮫島）


